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1．はじめに

　気候変動の悪影響を抑えるため，温室効果ガス排
出削減目標強化が課題になっている．IPCC（気候
変動に関する政府間パネル）1.5℃特別報告書（1）が
気温上昇 1.5℃未満抑制を実現する排出許容量とと
もに代表的排出経路「2050 年 CO2 排出ゼロ」（図 1）
を示した後，国，自治体・地域，企業で気温上昇 1.5℃
未満抑制（産業革命前比）を意識した「2050 年
CO2 排出実質ゼロ」目標が増加している（2）．企業
の脱炭素・再生可能エネルギー 100％目標拡大はサ
プライチェーン全体の脱炭素化を促しつつあり，脱
炭素は市場への参加条件になりつつある．国・自治
体は気候変動の悪影響防止と地域発展のため，企業
は本業のために脱炭素に取り組む時代となった．
　日本でも政府が 2050 年の温室効果ガス排出量を
実質ゼロにする方針を示した．自治体では「2050
年 CO2 排出量実質ゼロ」方針を 298 自治体が表明
した（2021 年 3 ⽉ 2 日現在）．排出ゼロ目標自治体

の人口は 1 億人を超えた（3）．排出ゼロ目標表明済
の約 300 自治体だけでなく，これに続くことが期待
される残り 1500 の自治体も，排出ゼロにむけた排
出削減の具体的な対策経路・排出経路（ロードマッ
プ）を示すとともに，そのための政策を自治体計画
で策定することが求められる．
　ここではすでに排出ゼロ目標を策定した自治体，
さらに今排出ゼロ目標を検討している自治体の削減
目標，対策，CO2 排出削減経路の手がかりとなるカー
ボンバジェットを考慮した地域のエネルギーシナリ
オ検討について述べる．

2．カーボンバジェット

　「カーボンバジェット」は気候変動抑制のための
累積排出量上限である．

2.1　カーボンバジェットの考え方
　バジェットは「予算」の意味で，排出削減目標の
立て方としては，目標年単年度ではなく，累積排出
量の目標を考える手法である．気候変動の悪影響は
気温上昇に関連し，気温上昇は累積排出量に密接に
関連する．また累積排出量を一定以下にする目標と
すれば対策先送りが許されず，単年度目標の場合に
比べて目標年に至る排出削減をより計画的に考える
ことができる．
2.2　世界のカーボンバジェット
　IPCC はカーボンバジェットを気温上昇抑制のた
めの累積排出量上限として定義，IPCC 第 5 次報告
で気温上昇 2 ℃未満抑制（産業革命前比）のための
累積排出量の知見と値（4），IPCC1.5 ℃特別報告書で
気温上昇 1.5 ℃未満抑制のための累積排出量の知見
と具体値が示された（1）．
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図 1　 気温上昇 1.5 ℃未満抑制，2 ℃未満抑制の代表的排出

経路
Fig.1　1.5 degree and 2 degree emission pass way
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3.1　�2050年排出ゼロにむけたロードマップの
例

　地域の 2050 年排出ゼロにむけたロードマップと
して東京都（8）と長野県（9）の例がある．東京都は目
標を強化している．ここでは長野県の例を紹介する．
　長野県は 2050 年 CO2 排出実質ゼロ目標を持ち，
気候非常事態宣言も行い，「気候危機突破方針」（9）

の中で CO2 排出実質ゼロへのロードマップを有す
る．ここでは技術導入対策などによりエネルギー消
費量を 2050 年にむけ 70％削減し，再生可能エネル
ギーを 2050 年にむけ 3 倍以上に増加，その結果
2050 年に CO2 排出量をほぼゼロにし，高温熱利用
で一部残る排出を森林吸収などとあわせてゼロにす
るとしている．
　こうした具体的なロードマップ，シナリオの策定
が全市町村に求められているといえる．なお，県の
カーボンバジェットについては，長野県は算出して
いない．
3.2　自治体のCO2 排出ゼロへの対策
　自治体・地域の CO2 排出量削減は，主に省エネ
と再エネで実現する．
　省エネは以下のような大規模な設備投資で実現す
る．産業・業務・家庭部門で，更新時，あるいは大
規模改修時に設備・機器を省エネ型に更新する．ま
た，業務・家庭部門で，新築時あるいは大規模改修
時に断熱建築，将来はゼロエミッションビル，ゼロ
エミッションハウスの省エネ性能を選択し，可能な
らゼロエミッションビル，ゼロエミッションハウス
の再エネ利用も実現する．運輸部門では，自動車は
2050 年までに電気自動車に転換するとともに，公
共交通機関シフト，自動車自体の輸送効率化を行う．
設備投資による基本性能を上げずに運用だけで大き
な省エネを実現するのは不可能である．設備投資を
すれば快適性を損なわずに省エネが実現する．
　次に，エネルギーを電力，熱利用，運輸燃料それ
ぞれについて再エネ転換，あるいは電化の上で再エ
ネ転換し，CO2 排出ゼロを実現する．運輸燃料は電
化がメインとなる．
　なお，再エネ転換に課題のあるエネルギー用途が
あるのでこれについて次に述べる．
3.3　エネルギー用途と再エネ転換
　エネルギー用途と再エネ転換の可能性を整理す
る．エネルギー用途を，電力，低温熱利用（100℃
以下），中温熱利用（100－200℃），高温熱利用（200℃
以上），自動車燃料，船舶航空燃料に分ける．
　このうち，電力，低温熱利用，中温熱利用，自動

　気温上昇 2 ℃のカーボンバジェットは近年の世界
の CO2 排出量の約 20 年分（2018 年以降に換算），1.5 
℃のカーボンバジェット（2018 年以降，排出ゼロ
になるまでの累積値として定義）は，近年の世界の
CO2 排出量の 10〜20 年分に相当する．
　これらの知見はまもなく発表される IPCC 第 6 次
報告書でさらに整理されると考えられる．
2.3　日本と地域のカーボンバジェット
　世界の「カーボンバジェット」を手がかりに，日
本全体，自治体の累積排出量上限をどう考えればよ
いかを次に述べる．
　ひとつは図 1 の排出経路で日本も削減を行うこと
である．この考え方は，世界の「カーボンバジェッ
ト」を排出量比で配分することになる．
　もうひとつは人口比の配分である．世界の「カー
ボンバジェット」の各国への配分については，
IPCC 第 5 次報告で様々な考え方が整理されてい
る（5, 6, 7）．この中でシンプルな考え方として人口比
で各国に配分する方法がある．この方法によると日
本のカーボンバジェットは気温上昇 1.5 ℃未満抑制
で 71〜130 億 t-CO2 で，2019 年度排出量比で 6 〜
12 年分に相当する．
　次に，日本の「カーボンバジェット」を自治体に
配分する．これには単純に人口比で配分する考え方
と，排出構造を考慮した配分の考え方がある．
　人口比配分の場合は，日本に配分されたバジェッ
トを，国内人口比で各自治体に割り振る．
　排出構造考慮の配分には様々な方法があり得る
が，ここでは部門別・業種別に現在の CO2 排出量
比例で日本の「カーボンバジェット」を割り振った
後，これを活動量（生産量，業務床面積，世帯数，
旅客輸送量，貨物輸送量）の比で各自治体に配分す
る．活動量のデータが得られない場合には，エネル
ギー消費量や CO2 排出量に関連し，これに準ずる
指標（市町村のデータが得やすい指標では，製造品
出荷額等，従業者数，自動車保有台数など）で各自
治体に配分する．
　公平性の観点では世界の「カーボンバジェット」
を日本に割り振る際には人口比などの指標で配分
し，日本の「カーボンバジェット」は排出構造で難
易度が変わらないように排出構造を考慮することが
望ましいといえる．

3．地域のCO2 排出削減

　次に，自治体で排出削減する具体的な手段につい
て整理する．
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いない．森林吸収も考慮していない．
　活動量は 2050 年度にむけ，産業部門と運輸貨物
は全国人口比で，業務部門，運輸旅客部門は地域の
人口比で推移と想定する．家庭部門は世帯数を用い，
人口，世帯数ともに社会保障人口問題研究所の将来
予測を用いる．対策をしない場合は最終エネルギー
消費量，CO2 排出量は活動量に比例して増減するも
のとする．
　対策は，省エネについて設備機器，建築ども，更
新の際に既存優良技術を普及させ，再エネ電力と再
エネ熱の普及を想定する．商業化が間近の電気自動
車も普及を想定，それ以外は想定しない．100 ℃以
上の産業熱利用のうち，100〜200 ℃の中温熱利用
はヒートポンプ利用で電化し再エネ電力転換を見込
む．自動車は 2050 年度までに電気自動車に転換し，
再エネ電力転換を見込む．200 ℃以上の産業熱は化
石燃料を残すものとする．
（2）地域カーボンバジェットの試算
　各自治体のカーボンバジェットについて，日本に
人口比で世界のカーボンバジェットをわりふる．気
温上昇 1.5 ℃未満抑制のカーボンバジェットは 2018
年から排出ゼロまでで定義されている．2 ℃未満抑
制のカーボンバジェットは期間をあわせて換算す
る（12）．
　これを，排出構造を考慮し，自治体に割り振る．
この際，業務，家庭部門は部門ごとに活動量比で，
運輸部門は運輸旅客と運輸貨物の機関毎に活動量比
で割り振る．産業部門は業種別に産業分類の中分類
毎に分けて活動量比で割り振る．
　活動量は産業部門は生産量，業務部門は床面積，
家庭は世帯数，運輸旅客は旅客輸送量，運輸貨物は
貨物輸送量が望ましい．但し，家庭の世帯数以外は
国と自治体でこれら活動量データが得られないまた
は得にくいため，ここでは環境省の区域の温室効果
ガス排出量の現況推計手法（13）を参考に，次善の策
として産業部門製造業は製造品出荷額等，産業部門
非製造業と業務部門は従業者数，運輸旅客および運
輸貨物の自動車については自動車保有台数で割り
振った．船舶，航空は割り振らないこととした．
4.2　地域排出シナリオの例
（1）京都府について
　京都府は，間接排出でエネルギー転換部門（自家
消費）と産業部門をあわせた CO2 排出割合は約 3
割である．
　先の方法で，京都府のカーボンバジェット（2018
〜2050 年度）は，気温上昇 1.5 ℃未満抑制目標では

車燃料・非電化鉄道燃料については現状技術（長距
離トラックは開発間近の技術）で再エネ転換が可能
である．中温熱利用は熱利用のままでは再エネ転換
の手段がバイオマスなどに限定されるが，電化・ヒー
トポンプ利用で大きな省エネになるとともに，再エ
ネ電力利用が可能になる．自動車燃料は電気自動車
化で大きな省エネになるとともに，再エネ電力利用
が可能になりこのことで再エネ転換が容易になる．
非電化鉄道の旅客についてはバッテリー車などの実
績がある．これらの用途については現状技術で再エ
ネ転換が可能である．
　高温熱利用，船舶航空燃料の再エネ転換には課題
がある．この一部用途については，高炉製鉄の生産
を電炉に代替つまり電化し，再エネ電力に変えるこ
とができる．また電気加熱が容易な用途もある．小
型船舶については電化例がある．その他については
再エネ転換について技術的課題がある．但し，各分
野で技術開発が行われている．
3.4　現状技術での再エネ転換・排出削減
　現状の優良技術普及でどこまで削減ができるかに
ついて検証すると，エネルギー起源 CO2 排出量を
2050年までに1990年比90〜95％削減が可能であり，
費用対効果もよい（10）．再エネ転換に課題があるの
は全体の 5〜10％といえる．
3.5　水素利用について
　水素は化石燃料からも作ることができるが脱炭素
にならない．ここでは再エネ電力による製造を考え
る．先に高温熱利用，船舶航空燃料で再エネ転換に
課題があることを述べた．それ以外の用途は再エネ
電力，再エネ熱利用が可能で，水素を使わずに脱炭
素化が可能である．再エネ水素は高温熱利用，船舶
航空燃料の再エネ転換に資する可能性がある．但し
その製造は再エネ電力の発電量が日常的に需要を大
きく上回るようになってから（11），時期としては
2030 年度，あるいは 2040 年度以降と考えられる．

4．地域のCO2 削減シナリオ

　以下にカーボンバジェットと地域 CO2 排出シナ
リオ試算を行う．対象に，いずれも大規模工業地域
のない長野県と京都府を選んだ．
4.1　地域排出シナリオの試算方法
（1）地域排出シナリオの試算
　この試算では既存技術の普及による排出削減・累
積排出量を試算し，カーボンバジェットとの比較を
行う．排出ゼロには残りの削減は新技術の利用によ
り行う．但しここでは新技術活用の削減は考慮して
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減になる（図 2）．
　2018 年度以降の CO2 累積排出量は約 182 Mt-CO2

で気温上昇 1.5 ℃のカーボンバジェット以内におさ
めることができる（図 2）．
（2）長野県について
　長野県は，間接排出で産業部門の排出量割合は 2
割強である．
　長野県のカーボンバジェット（2018〜2050 年度）
は，日本に人口比で世界のバジェットをわりふり，
これを排出構造を考慮してわりふった場合，気温上
昇 1.5 ℃で 90〜164 Mt-CO2，2 ℃で 160〜185 Mt-
CO2 と求められる．これをもとに気温上昇 1.5 ℃未
満抑制相当として 2018〜2050 年度の累積 CO2 排出
量目標 164Mt-CO2，2℃未満抑制相当として 2018〜
2050年度の累積CO2 排出量目標185Mt-CO2 を得る．
2018－2050 年度の累積排出量だけでは行政目標と
して扱いにくいので，線形削減の排出経路を想定す
るなどした 1 年分あるいは複数年に分割した目標を
たてて管理することが考えられる．
　次にこの達成について地域エネルギーシナリオ計
算を行い，カーボンバジェットと比較する．2050
年度のエネルギー消費量は 2017 年度比約 7 割減で，
ちょうど長野県の示したロードマップに近い．電力

98〜182Mt-CO2，気温上昇 2 ℃未満抑制で 179〜
205 Mt-CO2 と求められる．これをもとにここでは
この幅の上限値を取り 1.5 ℃未満抑制相当として
2018〜2050 年度の累積 CO2 排出量目標 182 Mt-
CO2，2 ℃未満抑制相当として 2018〜2050 年度の累
積 CO2 排出量目標 205 Mt-CO2 を得る．2018〜2050
年度の累積排出量だけでは行政目標として扱いにく
いので，線形削減の排出経路を想定し，1 年分ある
いは複数年の 5 年分などに分割した目標をたてて管
理することが考えられる．
　2030 年度の中間目標は気温上昇 1.5℃未満抑制を
想定すると， 2018 年度のエネルギー起源 CO2 排出
量が 11.26Mt-CO2 であり，線形に減少することを
想定して求めると 6.77 Mt-CO2 となり，これは
2018 年度比 40％削減に相当する．
　次にこの達成について地域エネルギーシナリオ計
算を行い，カーボンバジェットと比較する．
　結果は，2050 年度のエネルギー消費量は 2017 年
度比約 65％削減である．消費電力量は 2050 年度に
2017 年度比約 35％削減である．京都府には府内電
力消費に匹敵する府内再エネ電力可能性があり，洋
上風力を含めればその 10 倍以上の可能性がある．
CO2 排出量は 2050 年度に 2017 年度比 100％近い削

図 2　京都府のエネルギー・CO2 削減シナリオ
Fig.2　Kyoto Prefecture Energy and CO2 reduction scenario

(c) CO2 排出量
(c) CO2 emission

(d) 累積排出量とカーボンバジェット
(d) cumulative CO2 emission and carbon budget

(a) エネルギー消費量
(a) energy consumption

(b) 電力消費量
(b) electricity consumption
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村の CO2 排出量を試算して公表している（17）．
　対策には実態把握が不可欠である．現在は県など
のデータから按分で求める手法が多く用いられ，こ
れも実態把握に役立つものの，この方法では排出削
減対策を行ってもその成果が市町村排出量に反映さ
れない．今後，供給量調査などにより，国，都道府
県，大学や研究機関なども協力し，エネルギー消費
実態，CO2 排出実態を調査し，明らかにすることが
課題である．
4.2　対策に資する政策例
　対策に資する政策も必要である．ここでは専門的
知見の地域での活用について指摘する．
　大半の省エネ対策および再エネ熱利用は設備費な
どを光熱費減少で賄うことができる．多くの再エネ
電力も設備費などを売電収入で賄うことができる．
これは適正技術を適正コストで導入すれば事業採算
性を確保できることを意味する．
　事業採算性に従い対策を進めるためには適正技
術・商品を選択するとともに，設備投資やメンテナ
ンスの相場観が必要である．地域の幅広い主体がこ
のような選択ができるよう，国と自治体に加えて地

消費量は 2050 年度に 2017 年度比約 3 割の削減であ
る．長野県は県内電力消費の 3 倍近い県内再エネ電
力可能性がある．CO2 排出量は 2050 年度に 100％
近い削減になる（図 3）．
　2018 年度以降の CO2 累積排出量は約 164 Mt-CO2

で 1.5 ℃のカーボンバジェット以内におさめること
ができる（図 3）．
（3）市町村の排出量について
　市町村についても同じ考え方で排出ゼロに向けた
ロードマップを検討し，カーボンバジェットを考慮
した累積排出量目標をたてることができる．

4．対策の課題

　自治体・地域で対策を進めるにあたって課題がある．

4.1　市町村のCO2 排出量実態把握の課題
　日本の多くの市町村は公式の排出量統計の発表が
ない．環境省は全市町村について都道府県の CO2

排出量からの按分試算を行い，各市町村の CO2 排
出量を試算している（14）．東京都，埼玉県は都県内
の全市町村の CO2 排出量を発表し公表している（15） 

（16）．また環境コンサルタントの e-konzal も全市町

図 3　長野県のエネルギー・CO2 削減シナリオ
Fig.3　Nagano Prefecture Energy and CO2 reduction scenario

（d）累積排出量とカーボンバジェット
（d）cumulative CO2 emission and carbon budget

（c）CO2 排出量
（c）CO2 emission

（a）エネルギー消費量
（a）energy consumption

（b）電力消費量
（b）electricity consumption
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受注を高めていくことは地域経済発展として大変意
義がある．環境政策だけでなく地域経済政策，地域
産業政策としても推進されることが求められる．

5．まとめ

　自治体・地域で脱炭素に取り組むには，2050 年
度までのロードマップをつくり，2050 年度目標だ
けでなく累積排出量，中間年の目標を定め計画的に
取り組むことが有効である．自治体・地域の累積排
出量目標は世界のカーボンバジェットから定めるこ
とができる．累積排出量目標により対策を先送りせ
ず，計画的に排出削減を実施できる．
　大規模な工業地域を持たない 2 つの府県について
世界のカーボンバジェットより地域カーボンバ
ジェット，累積排出量目標を求め，この目標を既存
の優良省エネ再エネ技術の普及で達成できることを
示した．
　累積排出量目標を達成する対策として既存の優良
省エネ再エネ技術の普及を選んだ場合，現状で地域
から流出している莫大な光熱費を削減し，それとと
もに投資額を地域全体で回収できる可能性がある．
脱炭素計画を着実に実施し，かつ流出光熱費を削減
と投資額回収などの地域メリットを地域で活かすた
めの課題を示した．
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